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　　固定資産税における評価事務の
民間委託について
On the Privatization of Assessment
Procedure of Real Estate Tax
前　田　高　志 　
The real property tax is one of the major revenue sources for
Japanese municipal governments, and its role is important in local
governance and autonomy. Therefore, fairness and e±ciency should be
realized in the administrative procedures of real estate taxation. In
this paper, we discuss the possibility and required conditions for the
privatization of its tax administration. Our conclusion is, constrained by
its nature as the execution of public power, the assessment procedures
be partly privatized for fairer and more e±cient taxation.
　　 JEL：H24
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1) 賦課期日とは当該年度の初日の属する年の 1 月 1 日をいう（法 359 条）。
2) 基準年度は「昭和三十一年度及び昭和三十三年度並びに昭和三十三年度から起算して三年度又は
三の倍数の年度を経過した年度」をいう（法 341 条 6）。





4) 固定資産評価制度調査会答申（昭和 36 年 3 月）参照。
































































7) 固定資産評価制度調査会答申（昭和 36 年 3 月）参照。
8) シャウプ使節団日本税制報告書（昭和 24 年 9 月）第 2 編第 2 章参照。
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13) 法 308 条または 743 条の規定により道府県知事または総務大臣が固定資産を評価する場合を
除く。
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性により、兼職禁止（法 406条 1項、2項）、欠格事項（法 407条）が列挙の
かたちで規定されている。
固定資産評価員は市町村長の補助機関であるが、上記の選任の手続きを要
















14) 昭和 25 年 11 月 7 日付け地方財政委員会事務局長地方自治庁次長通達「固定資産評価等の身
分その他の取扱について」。







































態は、常勤が 30団体（13.8%）で、非常勤では週 3日以上が 21団体（9.6%）、

















































































































・ただし、補償額算定における 1件あたりの単価は木造 100m2 で数十万円、
非木造 400m2 で 50万円程度といわれ、そうした委託コストの水準が課題と
なる。
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間開放のため、建築基準法が平成 11年 5月 1日に改正施行され、民間の指定
確認検査機関による建築確認が可能となった。民間の指定確認機関が取り扱う
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経済学論究第 62 巻第 4 号
(2) 違法駐車車両の確認事務（道路交通法）
① 概要











































































































































































従来通り国の職員が行う旨が述べられた。また、第 162 国会参議院・法務委員会（平成 17 年
3 月 10 日）における法務省矯正局長の国会答弁でも、公権力の行使にかかわる業務以外の民間
委託を想定しているとしている。
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資産税の現状と納税者の視点』六法出版社、第 1 章、1988 年．
石島弘「固定資産税の路線価における所要の補正について」石島弘・木村弘之亮・

























について－』財団法人資産評価システム研究センター、2007 年 3 月、45-98 頁．
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